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２．政府部門におけ 職業訓練、従業員教育に関す 施策

厚生労働省 海外情勢報告 基 職業訓練政策 い 連邦 州 役

割を整理

図表 職業訓練政策におけ 連邦および州政府の役割

役 割

連邦労働省 用訓練局

Department of Labor

Employment and Training

Administration

○ 用及び職業訓練 政策･法 所掌

ワ ･ 法 Wagner-Peyser Act:1933

労働力投資法 Workforce Investment Act of 1998 等

○連邦法 基 く指示･監督

○連邦助成金 算 配分

ワ ･ 法 基 各州 公共職業 機関

補助金 支出 2012年 算 約 7億

○技術的援助

州労働省注

○ワ ･ 法 職業 制 設置

○労働力投資法 基 州労働力投資委員会及び地域 労働力投

資委員会を設置

州労働力投資委員会 就職支援 職業訓練計画を策定 各地域

労働力投資委員会 管理運営

労働力投資委員会
(Workforce Investment

Board)

○労働力投資法 基 ワ タ を設置 全米

2,750箇所 注

職業紹 失業保険 教育･職業訓練情報 を 箇

所 受け う 求職者 利便性を向

職員 多く 州労働省 公務員 あ 州政府 部門 職員

や訓練機関関 者 民間従業者 勤務

労働力投資委員会 委 を受け 委 機関 Agency 行

い 場合 あ

○委員会 定 計画 従 職業訓練 作成

ワ タ 職業能力開発を必要 者

職業訓練実施を紹

職業訓練実施者 大学 コ ･ 民

間 自動車学校 コ タ学校 公的 職業能力開発施

設 い

注 ：州労働省 称 Department of Labor Department of Labor Workforce Development

Department of Employment Security 充 い

注 ：州 ワ タ (One-stop Center) Employment Office, Job Center 様々

あ 連邦労働省 2012年 6 降 American Job Center 称を用い う各州 び

け い 一部 タ 一部 提供 い

資料：厚生労働省 海外情勢報告 を 菱 UFJ チ コ 作成
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1 ア におけ 職業訓練 従業員教育に関す 流 67

職業訓練 OJT中心 企業内訓練 企業 外 行わ 職業訓練

い 表 連邦政府 主 職業訓練政策 変 を整理

公的 職業訓練 対象 所得者や失業者 若年者 困難 立場 置

労働者 対象 公的 職業訓練 役割 極 限定的 あ いえ

MDTA 人材開発 訓練法

第 世界大戦 降 連邦政府 主 4 職業訓練政策 入

1962年 入 MDTA Manpower Development and Training Act：人材

開発 訓練法 あ MDTA 入 1960 年 前半 学 労働者 失業率

昇や工場 化 展 失業者 増加 起 失業

労働者 再訓練 再就職を 組 MDTA 入

政府 関心 貧困 撲滅 中 1964 年 経済機会法 The Economic

Opportunities Act 施行 MDTA 経済的 利 立場 あ 人

対 職業訓練 重点 置 う 主 政府 訓練機関 け

学 民間企業 OJT を受け 補助金 民間 訓練 教育機関 斡旋 3 構成

い

67 本節 黒澤 2001 職業訓練 能力開発施策 猪木 大竹編 用政策 経済分析 東京大学

出版会 日本労働政策研究 研修機構 2004 職業訓練政策 評価 － を通

－ 日本労働政策研究 研修機構 2009 欧米諸国 け 公共職業訓練制 実態 －仏 独

英 米 4 国比較調査－ 労働省 FY2014 Congressional Budget Justification Employment and

Training Administration Overview 等を参照 い
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図表 ア の連邦政府 ベ の職業訓練政策

政策名

施行年
対象 政策内容 改正

MDTA

1962年

利 立場 あ 者

主 所得者層

教室型訓練

民間企業 OJT委

民間職業訓練期間 斡旋

CETA

1973年

利 立場 あ 者

所得者 失業者

加え 公共 タ

短期就業経験 PSE

地方政府 権限委譲

訓練受講者 い

タ構築

JTPA

1982年

利 立場 あ 者

非自発的失業者

教室型訓練 民間職業教育

機関 コ

等

民間企業 OJT委

求職支援

PSE廃

地方 権限委譲

強化

訓練受講者一人当 支出

削減

実験的 タ 構築

を用い 訓練政策評価 実

施 義務 け

地域産業 養成を訓練内容

映

WIA

2000年

成人

所得若年層

求職支援

中的求職支援 包括的査

定 職業訓練

訓練 OJT 教室型 基礎教

育

対象者 張

中心 求職支援 あ 訓練

最 手段

地域産業 連携強化

各訓練

コ 強化

情報開示 徹底 訓練

チ 方式 入 訓練期

間 競

改

法

2006年

成人

所得若年層

全米 50 州 対 連邦政府

13億 出

中央 役割を地方 移譲

生産性 高い職種 転換

支援

資料 黒澤 2001 職業訓練 能力開発施策 猪木 大竹編 用政策 経済分析 東京大学出版

会 日本労働政策研究 研修機構 2004 職業訓練政策 評価 － を通

－ 日本労働政策研究 研修機構 2009 欧米諸国 け 公共職業訓練制 実態 －仏

独 英 米 4 国比較調査－ 作成



150

CETA 人材開発 訓練法

MDTA 実施 中 職業訓練 各地域 実情 応 実施 効率的

あ いう議論 高 結果 1973 年 MDTA 廃 CETA Comprehensive

Employment and Training Act：包括的 用 訓練法 入

CETA 対象 MDTA 様 経済的 利 立場 あ 人 MDTA 変更

点 訓練 運営 州や地区 委譲 公共 タ 短期就

業経験 Public Service Employment：PSE 入 あ MDTA 職業訓練

政府 訓練機関 け 学 民間企業 OJT を受け 補助金 民

間 訓練 教育機関 斡旋 3 述 CETA PSE 加わ

PSE タ 政権 1977～1981 年 急 大 1981 年 政権

連邦政府 社会保 給付 大幅 削減 PSE 廃

JTPA 職業訓練パ シップ法

政権 CETA わ 1982 年 入 JTPA Job Training

Partnership Act：JTPA あ 連邦政府 職業訓練支出 大半を占 い PSE

JTPA 入前年 1981 年 廃 を受け 受講者一人当

支出額 大幅 削減 対象 非自発的失業者 大

JTPA う 改善 第一 訓練 運営 け く設計

部分 い 州政府 権限 委譲 第 訓練 民間

沿 う 連邦政府 州政府 対 民間部門 構

築を要求 第 PSEを廃 一方 所得者等 経済的 利 立場 人

資源を 中 第四 産業構造 転換 失業 労働者 対 再訓練

を 入 結果 JTPA 学 民間企業 委 OJT 補助金 就職

斡旋 3 構成

WIA 労働力投資法

1990 年 入 公的 職業訓練政策 効果 対 疑問 呈 う

1992 年 大統領 挙 け 点 一 連邦政府 実施

増加 結果 適当 を各個人 択 難 い状況 い

う 流 中 職業訓練 労働生産性 向 福祉依存 を目指

2000年 JTPA 廃 形 入 WIA Workforce Investment Act：労働力

投資法 あ

WIA 現在 職業訓練政策 基礎 法 あ 法

連邦 教育訓練 整理統合 教育訓練 対象 失業者等

経済的 利 立場 あ 人 成人全体 大 WIA 運用主体
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労働省 Department of Labor 用 訓練局 Employment and Training Administration

あ 連邦政府 権限 算 配分等 限定 訓練計画 策定 管理 運

営 地域 労働力投資委員会 委 い 表参照 労働力投資委員会 行政

産業界 労働組合 教育訓練機関等 表者 構成 組織 あ 州 地域 設置

い 地域 労働力投資委員会 全米 50 州 ワ D.C. コ

諸島 連邦 諸島 各コ

設置 い 各地域 労働力投資委員会 市長等 指

委員 無報酬 あ 少 く 半数 民間企業 け い

定 い 委員 労働組合 表者 コ 等 教育機関

任 労働力委員会 労働力開発 workforce

development programs を実施 地域経済 を調査

ワ タ タ を い

図表 ア 労働省の組織図

資料 労働省
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図表 WIAの運営体制

労働省 用 訓練局

州労働力投資委員会

地域労働力投資委員会

ワ タ

資料 沼田 之 2001 合衆国 職業教育 訓練 関 法制 日本労働法学会

WIA 過去 教育訓練政策 効果を踏 え 求職支援 大幅 充

一方 職業訓練 支援 最 手段 置 け WIA 供

給 合理化 地域を超え 情報 蓄積 政策目的 含 い を担う 地

域 設置 ワ タ あ ワ タ

全米 約 2,800 あ 労働者 業主 対 職業能力開発 関わ 一

を提供 ワ タ 求職者 求人情報を得

開発 機会を得 内容 州や労働力投資委

員会 異 い 多く 無料 提供 い

図表 ワンス ップ ャ アセンタ の分

資料 労働省 用 訓練局 Workforce System Results
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2006年改正パ ンス法

2006 年 改 法 労働力投資法 延長線 置 け 法

あ 職業能力開発政策 基本を定 い 法 1984 年 制定

当初 法 Carl D. Perkins Vocational and Technical Education Act 2006年 改

時 Carl D. Perkins Career and Technical Education Act 改 職業教育

教育 重視 形 い

改 法 若者や成人 対 労働者 生 出 付加価値を高

職業教育や 高生産性職種 転換 職業教育 重要性 う わ

産業政策や地域開発政策 統合 重視 い 法 基 2012 年

全米 50州 職業教育 対 連邦政府 補助 13億 出 い

21 世紀 け 高技能職種や知識 約型職種 対応 4 原則 従

法 転換 い

図表 パ ンス法 転換の４つの原則

資料 教育省 Investing in America’s Future – A Blueprint for Transforming Career and Technical Education

2 連邦政府の施策

ア の労働 場の状況と ETAの目標

前述 通 連邦政府 職業訓練 教育訓練を担 い 労働省

用 訓練局 ETA あ ETA 質 高い職業教育や労働力 労働市

場 情報を提供 効率的 労働市場を実現 あ

を達成 労働市場 利 立場 置 い 人 を満

可 労働省 労働統計局 Bureau of Labor Statistics：BLS

Alignment：

質 高い CTE Career and Technical Education 労働市場 成長産業

け 需要 高い職種 両立

Collaboration：

CTE 質を改善 中等教育 中等 教育機関 業主 産業

強い連携関 を構築

Accountability：

定義 共通化や 指標 明確化 CTE 改善

タ を強化

Innovation：

州 政策改革 地域 け 効率的 実施
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2013 年 2 失業率 7.7 あ 失業者 1,200 万人 う 長期失業者

27 間 失業状態 あ 失業者 480 万人 達 い 88.5 万人 人

職 就い い い わ を を諦 い 失業

者 い い

ETA 労働省 あ Good Jobs for Everyone け う 戦略目

標 Strategic Goal 達成目標 Outcome Goal を設定 い

図表 ETAの戦略目標 達成目標

資料 労働省 FY2014 Congressional Budget Justification Employment and Training Administration

Overview

2014年度の 点政策

う 目標を達成 ETA 職業訓練 所得保

労働市場 コ 安定 人 等を通 質 高い

提供を目指 い 2014 年 ETA 優先施策 第一 技能資格 Credential

Attainment を増加 求職者 労働市場 競 力を得 う

あ 第 失業保険や UDW Universal Displaced Workers

再就職を を強化 あ

2014年度の予算額及び 2012年度のプ グ 参加者数

表 ETA 2014 年 算要求額 あ 最 規模 大 い SUIESO State

Unemployment Insurance and Employment Services Operations あ 38.2億 あ

2012年 2.6億 減少 い 経済状況 好転 失業給付 減少

全体 出規模 縮 い SUIESO う 29.2 億 失業保険 あ 用

Employment Service 7.5 億 外国人労働者 証 Foreign Labor

Certification：FLC 6,560 万 い SUIESO い 出規模 大 い

戦略目標 1：労働者 良い職を得 う 準備 公 報酬を保証

達成目標 1.1：労働者 所得を増や 賃金 所得 格差を是

達成目標 1.2：知識経済や高成長産業 従 う や知識を保証

達成目標 1.3： 賃金労働者や失業者 中間層 う

達成目標 1.4：中間層 維持を

達成目標 1.5：公 賃金 労働時間を保証

戦略目標 4：健康 所得 安定を確保

達成目標 4.2：就業 い状況 所得 保証
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訓練 用 Training and Employment Services：TES あ 33.9億

あ TES WIA 関 支出 含 い 番目 大 支出項目 Job Corps

16.9億 あ

参加人数 観点 見 2012 年 ETA 参加者 988 万人 あ

大半 WIA 成人向け 参加者 占 い WIA 成人

参加者 2006 年 106 万人 2012 年 9 30 日 711 万人 増加 い

2009 年 降 失業者 急増 WIA 成人 参加 人 増え い

図表 ETAの 2014年度予算要求額 千

b C 訓練プ
ログラム
$ , ,

プログラム管理
$ ,

州失業保険 雇
用サ ビス運営

UE O
$ , ,

州退職プログラ
ム $ ,

訓練 雇用サ
ビス $ , ,

連邦失業給付
$ ,

資料 労働省 FY2014 Congressional Budget Justification Employment and Training Administration

Overview
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図表 ETAのプ グ への参加者内訳

注：凡例 Registered Apprenticeship：見習い期間

Job Corps：Job Corps訓練

Indian and Native American Adult Program：

先 民 成人

National Farmworker Jobs Program：国家農業

用
Senior Community Service Employment

Program： コ 用

Workforce Investment Act (WIA) Adults：労働力

投資法(成人向け)

Trade Adjustment Assistance：貿易調整支援

WIA Dislocated Workers：労働力支援法(失

業者)

Reintegration of Ex-Offenders – Adult：前科者社

会復帰(成人向け)

WIA Youth：労働力投資法(若年者向け)

Indian and Native American Youth：

先 民 (若年者向け)

Youth Build：若年者向け

Youthful Offender Initiative：前科者社会復帰

(若年者向け)

High Growth Job Training Initiative：高成長 用

訓練

Community Based Job Training Grants：コ

用訓練補助金

National Emergency Grants：国家新興補助金

ARRA High Growth and Emerging Industries

Grants：米国再生 再投資法 け 高成

長 新興産業補助金

Green Jobs Innovation Fund Grants：環境 用

基金補助金

資料 労働省 FY2014 Congressional Budget Justification Employment and Training Administration

Overview

3 フォ ア州の施策

州の労働力投資委員会

州 労働力投資委員会 全 州知 任 委

員 企業や労働組合 公共教育 高等教育 若者活動 職業訓練等 表者 構成

い 現在 委員長 executive director Tim Rainey氏 あ 2011年 11 州知

任 Rainey 氏 労働組合連合 California Labor
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Federation 労働力 経済開発 タ や 労働力協

会 California Workforce Association 政策 タ を 任 労

働力協会 入 前 州議会 民主党幹部会 コ タ を務 い

委員 合計 56 あ

州 労働力投資委員会 労働力開発 州全体 ワ タ 戦略を

用 い 州 労働力委員会 表 う 役割 え い

図表 フォ ア州労働力投資委員会の役割

資料 California Workforce Investment Board

地域の労働力投資委員会

政策開発

 教育 訓練 用 を労働力開発 統合

統一 戦略的 を開発

 政策 市民 参加 議論 発展 う 実施計画を開発

 州知 対 労働力投資 効率的 実施政策を提案

労働力

 戦略を 共

 教育 労働参加 経済発展 関 組織を 州 連携

 地域間や参加者間 コ を

 州 地域 地域 労働力投資委員会

連携を強化

 経済 や労働市場 関 情報を改善 用開発局

Employment Development Department：EDD を

 可能 範 タ 等 い EDD 助言

評価

 州 対 政策 を報告

 州全体 労働力投資 持続的 改善を推奨

 労働長官 Secretary of Labor 対 年 報告を作成 州知 提出

 州 戦略計画を作成 州知 提出

 議会 対 州 労働力投資委員会 を準備
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州 49 地域 労働力投資委員会 あ 州都

労働力投資委員会 い いく

用 訓練局 Sacramento Employment and Training Agency：

SETA 労働力投資委員会 役割を担 い 用 訓練局 市

群 共管組織 あ 1978 年 設立 用 訓練局 子 家族

地域 資源 労働力開発 3 を担 い Sacrament

Works 労働力開発 あ 求人や能力開発等を全 無料 い

Sacrament Works 地域 11 ワ タ ワ

を通 提供 タ 就職 必要 や訓練を提供

い ワ タ 企業 求人や既 用 い 労働者

訓練 提供 い

4 シ ン州の施策

州の労働力投資委員会

州 Michigan Works! Association 労働力投資委員会 役割を担 い

Michigan Works! Association 労働力開発 Michigan

Works! System を改善 あ Michigan Works! Association 労働力投資法成立

前 1987 年 設立 い 労働力開発 統一 最初 労働

力開発 あ 25 あ 地域 Michigan Works! 共 う 価値を共

い

 地域 任 需要主

 民間 タ 表者 地域 出 人 構成 労働力開発協議会

Workforce Development Board 管理

 技能労働者を捜 い 企業 対 支援 求職者 対 支援

Michigan Works! Association 財源 構成割合 表 通 い
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図表 Michigan Works! Associationの財源割合

職業能力開発

会員費

訓練／会議 入

／

入

資料 2011 Michigan Works! Association Annual Report

地域の労働力投資委員会

25 地域 Michigan Works! 100 タ あ

地域 活動 任を持 い

図表 地域の Michigan Works!

資料 Michigan Works! Association
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参考 職業訓練 従業員教育施策に関す 国際比較

職業訓練政策を 訓練を受け 対象 社会 経済的弱者 社会 経済的弱者

失業者 就業前若年者 在職者 業主 企業 分類 う 整理

日本 び 対 職業訓練政策を実施 広域型 分

類 出来 び 業主 企業を除く対象 対

職業訓練政策を実施 中間型 分類 出来

職業訓練政策 伝統的 社会 経済的弱者 を対象

弱者限定型 分類 出来 前述 通 産業構造 転換や

化 展 経済的格差 大 い 構造変化を受け 高付加価値型産業 職種

転換を 職業訓練政策 徐々 変わ い 表 △ 部分

図表 職業政策訓練政策分 の国際比較

日本

政策タ 広域型 中間型 広域型 中間型 弱者限定型

社会 経済的弱者 ○ ○ ○ ○ ○

非自発的 ○ ○ ○ ○ ○

社会

経済的

弱者
失業者

自発的 ○ ○ ○ ○ △

就業前若年者 ○ ○ ○ ○ △

在職者 ○ ○ ○ ○ △

業主 企業 ○ ○

資料 日本労働政策研究 研修機構 2003 教育訓練制 国 比較調査 一部加筆


